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１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―10 
４ 資金の流れ等についての情報公開の推進 

(1)畜産関係業務 

(2)野菜関係業務 

(3)砂糖関係業務 

(4)でん粉関係業務 

業務に関連する政策・施

策 

食料の安定供給の確保 

 国産農畜産物を軸とした食の農の結びつきの強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人農畜産業振興機構法第 10 条 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

行政事業レビューシート事業番号：0030 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 （参考） 

（前中期目標期間最

終年度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度   25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

         予算額（千円）      

         決算額（千円）      

         経常費用（千円）      

         経常利益（千円）      

         行政サービス実

施コスト（千円） 

     

         従事人員数      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ４ 資金の流れ等

についての情報公

開の推進 

 

４ 資金の流れ

等についての情

報公開の推進 

 

４ 資金の流れ

等についての情

報公開の推進 

 

○４ 資金の流

れ等についての

情報公開の推進 

 

  評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

小項目の評定はいずれもｂであり、これらの合計数値の割合が基準

となる数値の 90％以上であることから、評定はＢとした。 

 

小項目の総数：９ 

  評価ｂの小項目数：９×２点＝ 18 点 

  評価ｃの小項目数：０×１点＝ ０点 

  評価ｄの小項目数：０×０点＝ ０点 

      合計 18 点（18／18＝100％） 

 

・資金の流れに関する情報公開については、ホームページに公表する
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とともに、法人からの直接・間接補助対象者等に係る情報公開につい

ても、適切に公表している。また、平成 25 年度の実績については、

国からの交付額、畜産業振興資金に繰り入れられた事業返還金を含む

経理の流れ、事業返還金の活用理由等の付記などの情報を加え、積極

的かつ分かりやすく公表されている。 

 

＜その他事項＞ 

 

  (1)畜産関係業務 

 

機構が実施する

補助事業等の運営

状況等について、

国民に十分な説明

責任を果たす等の

観点から、機構か

らの直接の補助対

象者のみならず、

そこから更に補助

を受けた者の団体

名、金額、実施時

期等を公表する。

また、それと併せ、

生産者等に渡った

資金の事業別・地

域別の総額も公表

する。 

 

 (1)畜産関係業

務 

機構が実施す

る補助事業等の

運営状況等につ

いて、国民に十

分な説明責任を

果たす等の観点

から、機構から

の直接の補助対

象 者 の み な ら

ず、そこから更

に補助を受けた

者の団体名、金

額、実施時期等

を公表する。 

 また、それと

併せ、生産者等

に渡った資金の

事業別・地域別

の総額も公表す

る。 

 

 

 (1)畜産関係業

務 

機構が実施す

る補助事業等の

運営状況等につ

いて、国民に十

分な説明責任を

果たす等の観点

から、以下の措

置を講じる。 

ア 機構からの

直接の補助対象

者及びそこから

更に補助を受け

た者の団体名、

金額、実施時期

等を９月末まで

に公表する。 

◇(1)畜産関係

業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 機構からの

直接補助対象者

等に係る情報公

開の推進 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 機構からの直接の

補助対象者及びそこ

から更に補助を受け

た者の団体名、金額、

実施時期等を平成 26

年９月 30 日にホーム

ページにおいて公表

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 計画どおり９月末まで

に公表することができた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

   これらの事項

については、そ

の総額等を毎年

度取りまとめ、

翌年度９月末ま

でに公表する。 

イ 生産者等に

わたった資金の

事業別・地域別

の総額を９月末

ま で に 公 表 す

る。 

イ 生産者等へ

の資金に係る情

報公開の推進 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

＜主要な業務実績＞ 

生産者にわたった

資金の事業別・地域別

の総額を平成 26 年９

月 30 日にホームペー

ジにおいて公表した。 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 計画どおり９月末まで

に公表することができた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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不十分であった 

 

 さらに、機構か

らの補助金によ

り、事業実施主体

等において造成さ

れた基金について

は、補助金等の交

付により造成した

基金等に関する基

準（平成 18 年８月

15 日閣議決定。以

下「基金基準」と

いう。）等の趣旨を

踏まえ、機構から

直接交付を受けた

補助金による基金

のみならず、公益

法人等を経由し間

接的に機構の補助

金の交付を受けて

設置されているも

のも含め、全ての

基金保有状況、今

後の使用見込み等

を機構において公

表する。 

 

さらに、機構

からの補助金に

より、事業実施

主体等において

造成された基金

については、基

金基準等の趣旨

を踏まえ、機構

から直接交付を

受けた補助金に

よる基金のみな

らず、公益法人

等を経由し間接

的に機構の補助

金の交付を受け

て設置されてい

るものも含め、

全ての基金保有

状況、今後の使

用見込み等を３

年度毎に取りま

とめ、当該年度

中に機構におい

て公表する。 

ウ 畜産業振興

事業により、事

業実施主体等に

おいて造成され

た基金について

は、基金造成後

速やかに補助金

等の交付により

造成した基金等

に 関 す る 基 準

（平成18年８月

15 日閣議決定）

等に準じて定め

た基準（平成 24

年度改正）に基

づき、基金の名

称、基金額等の

基本的事項を公

表する。 

ウ 機構からの

補助金による基

金に係る情報公

開の推進 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

（実施した年度

の み 評 価 を 行

う） 

＜主要な業務実績＞ 

配合飼料価格安定

基金運営円滑化等事

業準備財産について、

基金基準等に準じて

定めた基準に基づき、

基金の名称、基金額等

の基本的事項を平成

26 年５月９日及び平

成27年３月30日にホ

ームページにおいて

公表した。 

肥育安定基金につ

いて、基金基準等に準

じて定めた基準に基

づき、基金の名称、基

金額等の基本的事項

を平成 26 年 12 月 25

日にホームページに

おいて公表した。 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 基金造成後速やかに公

表することができた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

 このほか、会計

処理の透明性を確

保する観点から、

資金の規模及び畜

産業振興資金に繰

り入れられた事業

返還金を含む経理

の流れを公表する

とともに、事業返

還金の活用に当た

っては、その会計

処理についての分

かりやすい説明を

 このほか、会

計処理の透明性

を確保する観点

から、資金の規

模及び畜産業振

興資金に繰り入

れられた事業返

還金を含む経理

の流れを毎年度

取りまとめ、翌

年度９月末まで

に公表する。 

 また、事業返

エ 畜産業振興

資金に繰り入れ

られた事業返還

金を含む経理の

流れを事業返還

金の活用理由等

を付記した上で

９月末までに公

表する。 

エ 事業返還金

を含む経理の流

れに係る情報公

開の推進 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

＜主要な業務実績＞ 

平成 25 年度の実績

に係る畜産業振興資

金に繰り入れられた

補助事業の事業返還

金を含む経理の流れ

を事業返還金の活用

理由等を付記した上

で、わかりやすい内容

で平成 26 年 9 月 8 日

にホームページにお

いて公表した。 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 平成 25 年度の実績に係

る畜産業振興事業に繰り

入れられた補助事業の事

業返還金を含む経理の流

れを、わかりやすい内容で

期限内に機構ホームペー

ジにおいて公表すること

ができた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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付記することを始

め、積極的に説明

責任を果たすもの

とする。 

還金の活用に当

たっては、その

会計処理につい

ての分かりやす

い説明を付記す

る等により、積

極的な説明を行

っていくことと

する。 

 

 

 (2)野菜関係業務 

機構が実施する

補助事業等の運営

状況等について、

国民に十分な説明

責任を果たす等の

観点から、機構か

らの直接の補助対

象者のみならず、

そこから更に補助

を受けた者の団体

名、金額、実施時

期等を公表する。

また、それと併せ、

生産者等に渡った

資金の事業別・地

域別の総額も公表

する。 

(2)野菜関係業

務 

機構が実施す

る補助事業等の

運営状況等につ

いて、国民に十

分な説明責任を

果たす等の観点

から、機構から

の直接の補助対

象 者 の み な ら

ず、そこから更

に補助を受けた

者の団体名、金

額、実施時期等

を公表する。ま

た、それと併せ、

生産者等に渡っ

た 資 金 の 事 業

別・地域別の総

額も公表する。 

 

(2)野菜関係業

務 

機構が実施す

る補助事業等の

運営状況等につ

いて、国民に十

分な説明責任を

果たす等の観点

から、以下の措

置を講ずる。 

ア 機構からの

直接の補助対象

者及びそこから

更に補助を受け

た者の団体名、

金額、実施時期

等を９月末まで

に公表する。 

◇(2)野菜関係

業務 

ア 機構からの

直接補助対象者

等に係る情報公

開の推進 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

＜主要な業務実績＞ 

 平成 25 事業年度の

事業（指定野菜、特定

野菜等、契約指定野菜

等）別に、登録出荷団

体ごとに交付金額を

とりまとめ、平成 26

年９月 19 日にホーム

ページにおいて公表

した。 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 計画どおり９月末まで

に情報を公開した。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

 

   これらの事項

については、そ

の総額等を毎年

度取りまとめ、

翌年度９月末ま

でに公表する。 

イ 生産者等に

わたった資金の

事業別・地域別

の総額を９月末

ま で に 公 表 す

る。 

イ 生産者等へ

の資金に係る情

報公開の推進 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

＜主要な業務実績＞ 

平成 25 事業年度の

事業（指定野菜、特定

野菜等、契約指定野菜

等）別に、県別に交付

金額をとりまとめ、平

成26年９月19日にホ

ームページにおいて

公表した。 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 計画どおり９月末まで

に情報を公開した。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 



- 90 - 

 

不十分であった 

 

 (3)砂糖関係業務 

機構からの補助

金により事業実施

主体等において造

成された基金につ

いては、基金基準

等の趣旨を踏ま

え、機構から直接

交付を受けた補助

金による基金の保

有状況、今後の使

用見込み等を機構

において公表す

る。 

(3)砂糖関係業

務 

機構からの補

助金により事業

実施主体等にお

いて造成された

基 金 に つ い て

は、基金基準等

の 趣 旨 を 踏 ま

え、機構から直

接交付を受けた

補助金による基

金の保有状況、

今後の使用見込

み等を毎年度取

りまとめ、翌年

度９月末までに

機構において公

表する。 

 

(3)砂糖関係業

務 

機構からの補

助金により事業

実施主体等にお

いて造成された

基 金 に つ い て

は、基金基準等

の 趣 旨 を 踏 ま

え、機構から直

接交付を受けた

補助金による基

金の保有状況、

今後の使用見込

み等を９月末ま

でに公表する。 

◇(3)砂糖関係

業務 

ア 機構からの

補助金による基

金等に係る情報

公開の推進 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

＜主要な業務実績＞ 

 機構から事業実施

主体に造成された基

金の保有状況及び今

後の使用見込みにつ

いて平成 26年９月 10

日にホームページに

おいて公表した。 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 計画どおり 9 月末まで

に情報を公表することが

できた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

 また、機構が実

施する交付金交付

業務等の運営状況

等について、国民

に十分な説明責任

を果たす等の観点

から、機構からの

交付金交付対象者

に交付した交付金

の事業別・地域別

の総額を公表す

る。 

 また、機構が

実施する調整金

徴収及び交付金

交付業務等の運

営状況等につい

て、国民に十分

な説明責任を果

たす等の観点か

ら、機構が輸入

指定糖等から徴

収した調整金の

総額及び機構か

らの交付金交付

対象者に交付し

た交付金の事業

別・地域別の総

額を四半期毎に

取りまとめ、そ

の実績及び収支

また、機構が

実施する調整金

徴収及び交付金

交付業務等の運

営 状 況 に つ い

て、国民に十分

な説明責任を果

たす等の観点か

ら、機構が輸入

指定糖等から徴

収した調整金の

総額及び機構か

らの交付金交付

対象者に交付し

た交付金の事業

別・地域別の総

額を四半期毎に

取りまとめ、そ

の実績及び収支

イ 機構から交

付金交付対象者

への交付金等に

係る情報公開の

推進 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

＜主要な業務実績＞ 

機構が徴収した調

整金の総額及び機構

から交付金交付対象

者に交付した交付金

の事業別・地域別の総

額を四半期ごとに取

りまとめ、その実績及

び収支状況について

当該四半期の最終月

の翌月末までにホー

ムページにおいて公

表した。 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 計画どおり当該四半期

の最終月の翌月末までに

情報を公表することがで

きた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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状況について、

翌月末までに公

表する。 

状況について、

翌月末までに公

表する。 

 

 (4)でん粉関係業

務 

機構が実施する

交付金交付業務等

の運営状況等につ

いて、国民に十分

な説明責任を果た

す等の観点から、

機構からの交付金

交付対象者に交付

した交付金の事業

別・地域別の総額

を公表する。 

(4)でん粉関係

業務 

機構が実施す

る調整金徴収及

び交付金交付業

務等の運営状況

等について、国

民に十分な説明

責任を果たす等

の観点から、機

構が輸入指定で

ん粉等から徴収

した調整金の総

額及び機構から

の交付金交付対

象者に交付した

交 付 金 の 事 業

別・地域別の総

額を四半期毎に

取りまとめ、そ

の実績及び収支

状況について、

翌月末までに公

表する。 

(4)でん粉関係

業務 

機構が実施す

る調整金徴収及

び交付金交付業

務等の運営状況

等について、国

民に十分な説明

責任を果たす等

の観点から、機

構が輸入指定で

ん粉等から徴収

した調整金の総

額及び機構から

交付金交付対象

者に交付した交

付金の事業別・

地域別の総額を

四半期毎に取り

まとめ、その実

績及び収支状況

について、翌月

末までに公表す

る。 

 

◇(4)でん粉関

係業務 

機構から交付金

交付対象者への

交付金等に係る

情報公開の推進 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

＜主要な業務実績＞ 

 機構が徴収した調

整金の総額及び機構

から交付金交付対象

者に交付した交付金

の事業別・地域別の総

額を四半期ごとに取

りまとめ、その実績及

び収支状況について、

当該四半期の最終月

の翌月末までにホー

ムページにおいて公

表した。 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 計画どおり当該四半期

の最終月の翌月末までに

情報を公表することがで

きた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―11 
５ 情報収集提供業務 

(1)需給等関連情報の的確な収集と提供 

(2)情報提供の効果測定等 

(3)需給等関連情報の迅速な提供 

(4)消費者等への情報提供 

(5)ホームページの機能強化 

(6)広報推進委員会における広報活動の改善策についての検討 

(7)照会事項に対する対応等 

業務に関連する政策・施

策 

食料の安定供給の確保 

 国産農畜産物を軸とした食の農の結びつきの強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人農畜産業振興機構法第 10 条 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

行政事業レビューシート事業番号：0024、0027、0029、0030 

 

２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 要なアウトプット（アウトカム）情報   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 （参考） 

（前中期目標期間最

終年度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度   25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

情報利用者

の満足度に

係る指標（５

段階評価、目

標） 

4.0 以上 4.0 4.0 

 

4.0     予算額（千円） 757,032 789,409    

決算額（千円） 586,310 646,669    

経常費用（千円） 586,108 646,499    

経常利益（千円） 0 0    

当期総利益（千円） 0 0    

アンケート

調査結果の

平均値（実

績） 

－ 4.1 4.1 4.2     従事人員数 32.55 32.55    

      

      

      

達成度合 － 103％ 103％ 105％           

需給等関連

情報を提供

した件数 

－ 960 件 1,181 件 1,190 件           

      

      

目標の期日

までに提供

した件数 

翌週又は翌

月までの公

表 

960 件 1,181 件 1,190 件           

      

      

達成度合 － 100％ 100％ 100％           

情報提供し

た事項に対

する照会件

数 

－ － ７件 ６件           
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目標業務日

以内に対応

した件数 

翌業務日以

内の対応 

－ ７件 ６件           

      

      

達成度合 － － 100％ 100％           

注１）主要なアウトプット情報には、数値目標を設定した項目のみを掲載。一方、主要なインプット情報には、情報収集提供事業全体に関するものを掲載している。 

２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ５ 情報収集提供

業務 

 

５ 情報収集提

供業務 

 

５ 情報収集提

供業務 

 

○５ 情報収集

提供業務 

  評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

小項目の評定はいずれもｂであり、これらの合計数値の割合が基準

となる数値の 90％以上であることから、評定はＢとした。 

 

小項目の総数：15 

  評価ｂの小項目数：15×２点＝ 30 点 

  評価ｃの小項目数：０×１点＝ ０点 

  評価ｄの小項目数：０×０点＝ ０点 

      合計 30 点（30／30＝100％） 

 

・情報収集提供業務については、情報利用者等のニーズを的確に把握

するため、専門家、情報利用者、消費者等による情報検討委員会を

分野ごとに開催し、その意見やアンケート結果等を反映させるとと

もに、需給及び生産者の経営安定に関連する重要情報等に加え、主

要輸出国の農業政策等に関する各種情報提供を的確に行っており、

外部からの反応、満足度調査の結果も目標を達成している。 

 

＜今後の課題＞ 

・情報収集提供業務については、海外情報に関して、一定の水準を維

持できるよう、情報収集体制を検証して一層の積極的な収集・提供に

努める必要がある。 

 

＜その他事項＞ 

（有識者会議での意見） 

・ 海外情報などの取得のための体制について、海外駐在員制度の廃

止に伴い、長期出張によって海外情報の取得に努めている点は評価

するが、TPP 締結の動きや国産畜産物輸出促進など、昨今の国際情

勢の変化に対応するには、現地に拠点を置いて日常的に情報収集す
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る体制が必要と考える。職員のキャリアアップ（国際化に対応でき

る職員の養成）の視点からも、再度の駐在員制度などについて、検

討することが必要ではないか。 

 

  (1)需給等関連情

報の収集及び提供

に当たっては、そ

の的確な実施を図

るため、調査テー

マの重点化等業務

の合理化を進めつ

つ、計画段階で情

報利用者等の参画

を得て開催する委

員会において検討

する。 

 (1)需給等関連

情報の的確な収

集と提供 

 農畜産物の需

給動向の判断や

経営の安定に資

する情報等（以

下「需給等関連

情報」という。）

の収集及び提供

に当たっては、

その的確な実施

を図るため、調

査テーマの重点

化等業務の合理

化を進めつつ、

需給等関連情報

の収集及び需給

に影響を与える

要因に関する調

査並びにその提

供等について、

計画段階で情報

利用者等の参画

を得て開催する

委員会において

検討する。 

 (1)需給等関連

情報の的確な収

集と提供 

需給等関連情

報の収集及び提

供 に 当 た っ て

は、その的確な

実 施 を 図 る た

め、調査テーマ

の重点化等業務

の合理化を進め

つつ、農畜産物

の需給動向に関

する情報の収集

及び需給に影響

を与える要因に

関する調査並び

にその提供等に

ついて、情報利

用者等の参画を

得て開催する情

報検討委員会に

おいて、平成 26

年度の実施状況

及び平成27年度

の計画について

検討する。 

 

◇(1)需給等関

連情報の的確な

収集と提供 

① 情報検討委

員会における、

当該年度の実施

状況及び次年度

の計画について

の検討 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

＜主要な業務実績＞ 

情報利用者等のニ

ーズを的確に把握す

るため、情報検討委員

会を分野ごとに開催

し、平成 26 年度の業

務の実施状況及び農

畜産物の需給動向等

に関する重点テーマ

を含む平成 27 年度の

計画について検討し

た。 

畜産：３月６日 

野菜、砂糖・でん粉 

：３月３日 

また、情報検討委員

会で得られた利用者

ニーズ等を基に策定

した重点テーマに即

し、農畜産物の需給及

び生産者の経営安定

に関連する重要情報

の提供を行った。 

なお、「平成 25 年度

に係る業務の実績に

関する評価結果」を踏

まえ、海外情報につい

ては、長期の海外出張

等を活用し、一層の積

極的な収集・提供に努

めた。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 平成 26 年度情報検討委

員会を分野ごとに計画ど

おり開催し、前年度情報検

討委員会の意見等を平成

26 年度に提供した記事等

に適切に反映することが

できた。 

また、国内外の農畜産物

の需給及び生産者の経営

安定に関連する重要情報

の提供については、これを

迅速・的確に実施すること

ができた。提供した情報に

対し、新聞等での引用等や

個別説明の要請等の反響

があった。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

  また、外部の

者を対象とした

調査報告会の開

催や外部からの

 また、外部の

者を対象とした

調査報告会の開

催や外部からの

② 調査報告会

の開催、講演依

頼への対応等の

調査成果普及等

＜主要な業務実績＞ 

外部の方を対象と

した調査報告会の開

催や外部からの講演

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 調査報告会の開催、講演

依頼や個別説明要請等に

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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講演依頼への対

応等に積極的に

取り組むことに

より、調査成果

の普及と情報ニ

ーズの把握に努

める。 

講演依頼への対

応等に積極的に

取り組むことに

より、調査成果

の普及と情報ニ

ーズの把握に努

める。 

の取組 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

依頼への対応につい

て以下のとおり積極

的に取り組み、調査成

果の普及と情報ニー

ズの把握に努めた。 

①調査報告会の開

催：９回（平成 25 年

度 9回） 

②外部からの講演依

頼：27 回（平成 25 年

度 13 回） 

③新聞等での引用

等：1,544 件（平成 25

年度 1,347 件） 

④面談等による個別

説明の要請等：27 件

（平成 25 年度 29 件） 

 

 

対して積極的に対応し、調

査成果の普及と情報ニー

ズのより的確な把握に努

めることができた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

 (2)情報提供の質

の向上を図るた

め、アンケート調

査等の実施によ

り、提供した情報

についての効果測

定を行う。 

(2)情報提供の

効果測定等 

 情報提供の質

の向上を図るた

め、アンケート

調査等の実施に

より、提供した

情報について効

果測定を実施す

る。 

(2)情報提供の

効果測定等 

① 提供した情

報について、そ

の効果を測定す

るためのアンケ

ート調査等を実

施する。 

◇(2)情報提供

の効果測定等 

① アンケート

調査の実施 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

＜主要な業務実績＞ 

提供した情報やそ

の提供方法について、

その効果を測定する

ため、「畜産の情報」、

「野菜情報」、「砂糖

類・でん粉情報」につ

いて、全ての読者を対

象にアンケート調査

を実施した。 

(配布 4,750 件、回

答 1,540 件、回収率

32.4％) 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

アンケート様式の作成、

発送・回収を着実に行い、

アンケート調査を適切に

実施することができた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

 また、各事業年

度における情報利

用者の満足度を指

標化し、５段階評

価で 4.0 以上とな

るようにする。 

 また、中期目

標期間中の各事

業年度における

情報利用者の満

足 度 を 指 標 化

し、５段階評価

で 4.0 以上とな

② (1)及び(3)

の措置の着実な

実施を通じ、情

報利用者の満足

度が５段階評価

で 4.0 以上とな

るようにする。 

② 情報利用者

の満足度 

 分母を５段階

評価の4.0とし、

分子を畜産、野

菜、砂糖、でん

粉の各情報提供

＜主要な業務実績＞ 

 情報利用者の満足

度を把握するため、平

成 26 年度のアンケー

ト調査を実施し、その

集計結果は、５段階評

価で 4.2 であり、その

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 情報利用者の満足度は、

中期計画・平成 26 年度計

画における目標(4.0)以上

を達成できた。達成度合

は、105％(4.2/4.0)であっ

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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るようにする。 についてのアン

ケート調査結果

の５段階評価の

平均値とする。 

ｂ：達成度合は、

100％以上であ

った 

ｃ：達成度合は、

70％以上 100％

未満であった 

ｄ：達成度合は、

70％未満であっ

た 

 

目標の 4.0 を上回っ

た。 

「畜産の情報」の評価

結果：4.2 

「野菜情報」の評価結

果：4.2 

「砂糖類・でん粉情

報」の評価結果：4.2 

 

 

た。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

 さらに、アンケ

ート調査結果等を

踏まえ、情報提供

内容等について必

要な改善及び業務

の合理化を行うと

ともに、紙媒体で

の情報提供につい

て、利用者のニー

ズを踏まえつつ、

より効率的な情報

提供とするため、

情報提供の効果を

検証した上で、ホ

ームページによる

情報提供への重点

化、紙媒体での情

報提供の合理化等

の見直しを行う。 

 さらに、アン

ケート調査結果

等を踏まえ、情

報提供内容等に

ついて必要な改

善及び業務の合

理化を行うとと

もに、紙媒体で

の情報提供につ

いて、利用者の

ニーズを踏まえ

つつ、より効率

的な情報提供と

するため、情報

提供の効果を検

証した上で、ホ

ームページによ

る情報提供への

重点化、紙媒体

での情報提供の

合理化等の見直

しを行う。 

 

③ アンケート

調査結果等を踏

まえ、情報提供

内容等について

必要な改善及び

業務の合理化を

行う。 

③ 情報提供内

容等の改善等 

ｂ：必要がなか

った又は十分で

あった 

ｃ：必要はあっ

たが、やや不十

分であった 

ｄ：必要はあっ

たが、不十分で

あった 

＜主要な業務実績＞ 

アンケート調査結

果等を踏まえ、野菜情

報において、新たに毎

月、直近の中国の生産

状況等を分かりやす

く提供するなど、海外

情報を拡充した。 

また、情報検討委員

会における議論を踏

まえ、情報誌のテーマ

を定め、特別編集を実

施した。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 情報提供内容について

必要な改善を行うことが

できた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

 ④ 紙媒体での

情報提供の効果

を検証し、ホー

ムページによる

情報提供への重

点化、紙媒体で

の情報提供の合

理化等の見直し

を行う。 

④ 紙媒体での

情報提供の実施

効果の検証 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

＜主要な業務実績＞ 

アンケート調査結

果の集計、整理・分析

と併せて、紙媒体での

情報提供の実施効果

を検証した。 

 その結果、①現行通

り紙媒体での提供を

希 望 す る 割 合 が

93.8％、②紙媒体での

情報提供は、全体の把

握の容易さ、閲覧・保

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 アンケート調査結果に

基づいた、紙媒体での情報

提供の実施効果の検証に

より、依然として左記のメ

リットを挙げる者が多数

いるなど紙媒体での情報

提供のニーズ及びその理

由を的確に把握すること

ができた。 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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存のしやすさなど、メ

リットがあるとした

割合が 6 割以上であ

った。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

    ⑤ ④を踏まえ

たホームページ

による情報提供

への重点化等の

取組 

ｂ：必要がなか

った又は十分で

あった 

ｃ：必要はあっ

たが、やや不十

分であった 

ｄ：必要はあっ

たが、不十分で

あった 

＜主要な業務実績＞ 

ホームページによ

る情報提供への誘導

をさらに進めるため、

ａｌｉｃセミナー、各

業務部が所管する会

議等の参加者に対し、

メールマガジンの登

録の勧誘を実施し、発

行数の増加を図った。 

また、アンケート調

査結果を踏まえ、紙媒

体での提供を希望し

ないとする 81 者への

送付を停止した。 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

メールマガジンの発行

数の増加により、ホームペ

ージによる情報提供への

重点化をさらに進めるこ

とができた。 

また、紙媒体の送付数を

削減することができた。                                                                                        

３月末現在のメールマ

ガジン発行数 

畜産：2,094 件（+251 件） 

野菜：1,603 件（+237 件） 

特産：1,369 件（+153 件） 

※（ ）は、前年度末から

の増減数。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

 (3)需給等関連情

報の提供は、情報

の種類に応じ可能

な限り速やかに行

う。 

(3)需給等関連

情報の迅速な提

供 

 情 報 の 提 供

は、迅速に行う

こととし、情報

の種類に応じて

年度計画に定め

る期間内に公表

を行う。 

 

(3)需給等関連

情報の迅速な提

供 

 需給関連統計

情報については

情報収集の翌週

まで、需給動向

情報については

情報収集の翌月

までの期間内に

公表を行う。 

◇(3)需給等関

連情報の迅速な

提供 

① 情報の期間

内の公表 

 分母を年度計

画に掲げる情報

についての提供

件数とし、分子

を期間内に公表

した提供件数と

する。 

ｂ：達成度合は、

100％であった 

ｃ：達成度合は、

70％以上 100％

＜主要な業務実績＞ 

情報件数 1,190 件

（うち需給関連統計

情報 734 件、需給動向

情報 456 件）の全てを

情報収集の翌月まで

の期間内に公表した。 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 需給関連統計情報及び

需給動向情報を年度計画

で定めた範囲で迅速に公

表できた。達成度合は、

100％（1,190 件/1,190 件）

であった。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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未満であった 

ｄ：達成度合は、

70％未満であっ

た 

 

  また、情報利

用者等からの問

合せ等には迅速

に対応する。 

 また、情報利

用者等からの問

合せ等には迅速

に対応する。 

② 情報利用者

等からの問合せ

等があった場合

の迅速な対応 

ｂ：必要がなか

った又は十分で

あった 

ｃ：必要はあっ

たが、やや不十

分であった 

ｄ：必要はあっ

たが、不十分で

あった 

 

＜主要な業務実績＞ 

情報利用者等から

311 件（うち国から 59

件、国以外から 252

件）の問合せがあり、

情報を保有していた

297 件については、全

て翌業務日以内に対

応した。情報を保有し

ていなかった問合せ

14 件については２～

17 日後までに対応し

た。 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

情報利用者等からの問

合せ等に対し迅速に対応

することができた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

 (4)消費者等への

情報の提供につい

ては、国民消費生

活の安定に寄与す

るよう、消費者等

の視点に立ってそ

の要望に応えた分

かりやすい情報と

するため、農畜産

物に関する正しい

知識の普及、食の

安全関連情報等、

消費者等の関心の

高い情報を積極的

に提供する。 

(4)消費者等へ

の情報提供 

 消費者等への

情報の提供につ

いては、消費者

等の視点に立っ

てその要望に応

えた分かりやす

い情報とするた

め、以下の措置

を講じる。 

① 消費者等の

ニーズ把握のた

めのアンケート

調査結果等を踏

まえ、農畜産物

に関する正しい

知識の普及、食

の安全関連情報

等、消費者等の

関心の高い情報

を積極的に提供

(4)消費者等へ

の情報提供 

消費者等への

情報の提供につ

いては、消費者

等の視点に立っ

てその要望に応

えた分かりやす

い情報とするた

め、以下の措置

を講じる。 

① 消費者の情

報ニーズを把握

するため、ホー

ムページ、業務

紹介用パンフレ

ットに関するア

ンケート調査を

実施するととも

に、調査結果等

を踏まえ、ホー

ムページの「消

◇(4)消費者等

への情報提供 

① 消費者の情

報ニーズ、ホー

ムページ、業務

紹介用パンフレ

ットに関するア

ンケート調査の

実施 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

＜主要な業務実績＞ 

消費者ニーズ、ホー

ムページ、業務紹介用

パンフレットに関す

るアンケートを平成

27年１月に実施した。

（10 代～60 代の男

女、有効サンプル数は

200 名） 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 計画どおりアンケート

調査を実施し、平成 27 年

度における情報提供の参

考とすることができた。平

成 26 年度のアンケートで

は、ホームページを通じた

機構のイメージがとても

良い・やや良いと回答した

者の割合は約５割であっ

た。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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する。 費者コーナー」

の充実等を図る

ことにより、消

費者等への分か

りやすい情報提

供を推進する。 

   ② ホームペー

ジでの「消費者

コーナー」等の

充実を通じた消

費者等への分か

りやすい情報提

供の推進 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

 

＜主要な業務実績＞ 

昨年度実施したホ

ームページに係るア

ンケート結果を踏ま

え、消費者コーナーの

デザイン等を改修す

るとともに、昨年度作

成した料理レシピを

順次ホームページに

掲載した。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 ホームページでのコン

テンツの視認性を向上す

ることで、消費者等へのわ

かりやすい情報提供が推

進できた。平成 26 年度の

アンケートでは、消費者コ

ーナーの印象がとても良

い・やや良いと回答した者

は約７割であった。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

  ② 消費者等と

の意見交換会等

を 通 じ た 双 方

向・同時的な情

報や意見の交換

を行うことによ

り、消費者等の

理解の促進を図

る。 

② 消費者等と

の意見交換会等

を 通 じ た 双 方

向・同時的な情

報や意見の交換

を行うことによ

り、消費者等の

理解の促進を図

る。 

③ 消費者等の

理解の促進を図

るための消費者

等との意見交換

会等の開催 

（指標＝消費者

等との意見交換

会、セミナー等

の実施） 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

＜主要な業務実績＞ 

 消費者等の理解促

進を図るため、衛生管

理が厳しく求められ

る砂糖の製造工場を

訪問し、砂糖の生産、

流通関係者との意見

交換会を実施した。ま

た、食育推進全国大

会、実りのフェスティ

バル等へ出展し、機構

の業務等について情

報を発信した。 

 さらに、alic セミ

ナーの開催（８回）、

広報誌の発行（６回）

等を通じて、消費者等

への情報提供に取り

組んだ。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

意見交換会に参加した

消費者代表の方から、工場

の衛生管理の徹底や機構

業務への理解が深まった

との意見が得られ、消費者

への機構業務への理解促

進を図ることができた。ま

た、alic セミナーのアン

ケートでは、良かった・ま

あ良かったとの意見が８

割を超えるなど多くの参

加者から高評価を得るこ

とができ、機構業務への理

解促進に取り組むことが

できた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

 (5)国民に対する

情報提供の充実を

図るため、ホーム

ページによる情報

(5)ホームペー

ジの活用等 

 情報提供の充

実を図るため、

(5)ホームペー

ジの機能強化 

ホームページ

の機能強化に努

◇(5)ホームペ

ージの機能強化 

（指標＝活用状

況の集計・分析、

＜主要な業務実績＞ 

 アクセス解析ソフ

トによりアクセス数

等の集計分析を行い、

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 アクセス分析を行うこ

とにより、情報提供の内容

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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提供に重点化し

て、機構の最新の

動向を正確かつ迅

速に提供するとと

もに、利用者が必

要とする情報に効

率的にアクセスで

きるよう、ホーム

ページの機能強化

に努める。 

ホームページに

よる情報提供に

重点化して、機

構の最新の動向

を正確かつ迅速

に提供するとと

もに、利用者が

必要とする情報

に効率的にアク

セ ス で き る よ

う、ホームペー

ジの機能強化に

努める。 

めるため、以下

の取組を行う。 

① ホームペー

ジの改善等に反

映させるため、

ホームページの

活 用 状 況 の 集

計・分析の実施。 

② ①の集計・

分析結果、アン

ケ ー ト 調 査 結

果、情報検討委

員会の意見等を

踏まえた検討を

行い、必要に応

じてその結果を

ホームページに

反映させる。 

必要に応じたホ

ームページへの

反映） 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

各部へアクセス分析

の結果を提供すると

ともに、トップページ

に掲出している注目

キーワードの更新に

活用した。 

 ホームページへの

アンケート結果を踏

まえ、消費者コーナー

のデザイン等を改修

するとともに、昨年度

作成した料理レシピ

を順次ホームページ

に掲載した。また、プ

レスリリースや新着

コーナーの情報につ

いて、PDF の利用を控

えるとともに「画像貸

出コーナー」の充実を

図った。 

 

変更に活用することがで

きた。 

 また、平成 25 年度のア

ンケート結果を集計・分析

した結果を踏まえ、ホーム

ページを改善することが

できた。平成 26 年度のア

ンケートでは、トップペー

ジの印象がとても良い・や

や良いと回答した者の割

合は約６割、消費者コーナ

ーの印象がとても良い・や

や良いと回答した者は約

７割であった。 

なお、機構ホームページ

全体のアクセス件数（訪問

数）は 697 万件で対前年比

104％であった。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

  (6)機構の業務

運営に対する国

民の理解を深め

るため、広報活

動を推進する。 

(6)広報活動の

推進 

広報活動の強

化を図るため、

広報推進委員会

を開催し、改善

策を検討する。 

◇(6)広報推進

委員会における

広報活動の改善

策についての検

討 

ｂ：取り組みは

十分であった 

ｃ：取り組みは

やや不十分であ

った 

ｄ：取り組みは

不十分であった 

＜主要な業務実績＞ 

 各部の幹部職員か

ら構成される広報・シ

ステム推進委員会を

６回開催し、ホームペ

ージやその他の広報

活動の改善・強化につ

ながる方策等を検討

し、その結果を踏まえ

消費者向け広告やホ

ームページの改善等

を行った。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

消費者向け広告やホー

ムページの改善を図るた

め、広報・システム推進委

員会において、広報活動の

改善と強化について検討

することができた。消費者

向け広告のアンケートで

は、内容がとても分かりや

すい・分かりやすいと回答

した者の割合は８割を超

え、国民の理解を深めるた

めの広報活動ができた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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 (6)独立行政法人

等の保有する情報

の公開に関する法

律（平成 13 年法律

第 140 号）に基づ

く情報の開示を行

うほか、情報提供

した事項に関する

照会に対しては、

迅速かつ確実な対

応をすることと

し、関連する保有

情報については、

原則として翌業務

日以内に対応す

る。 

(7)独立行政法

人等の保有する

情報の公開に関

する法律（平成

13 年法律第 140

号）に基づく情

報の開示を行う

ほか、情報提供

した事項に関す

る照会に対して

は、迅速かつ確

実な対応をする

こととし、関連

する保有情報に

ついては、原則

として翌業務日

以 内 に 対 応 す

る。 

(7)照会事項に

対する対応等 

独立行政法人

等の保有する情

報の公開に関す

る法律（平成 13

年法律第140号）

に基づく情報の

開 示 を 行 う ほ

か、情報提供し

た事項に関する

照 会 に 対 し て

は、迅速かつ確

実な対応をする

こととし、関連

する保有情報に

ついては、原則

として翌業務日

以 内 に 対 応 す

る。 

 

◇(7)照会事項

に対する対応等 

情報提供した事

項に関する照会

についての原則

として翌業務日

以内の対応 

ｂ：達成度合は、

90％以上であっ

た 

ｃ：達成度合は、

50％以上 90％未

満であった 

ｄ：達成度合は、

50％未満であっ

た 

＜主要な業務実績＞ 

 情報提供した事項

に対する照会件数６

件のうち、翌営業日以

内の回答は６件であ

った。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

６件のうち６件につい

て、翌営業日以内に対応

し、達成度合は、100％（６

件／６件）であった。 

なお、この他に２件の問

い合わせがあったが、回答

に当たって農水省への確

認が必要であったため、照

会件数から除外している。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と実績の乖離理由） 

 農畜産物の需給・価格動向を踏まえ、調査の内容及び回数を見直したこと等から予算額を下回った。 

 

  



- 102 - 

 

第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３ １ 事業費及び一般管理費の節減に係る取り組み 

（支出の削減についての具体的方針及び実績等） 

２ 法人運営における資金の配分状況（人件費、業務経費、一般管理費等法人全体の資金配分方針及び実績、関連する業務の状況、予算決定方式等）及び残高の状況にも留意

した運営費交付金の適切な算定 

３ 「資金管理運用基準」に基づく、安全性に十分留意した効率的な運用 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

行政事業レビューシート事業番号：0022、0023、0024、0027、0029、0030 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 第４ 財務内容の

改善に関する事項 

第３ 予算（人

件費の見積りを

含む。）、収支計

画及び資金計画 

第３ 予算、収

支計画及び資金

計画 

◎第３ 予算、収支

計画及び資金計画 

  評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

小項目の評定はｂであり、この数値の割合が基準となる数値の

90％以上であることから、評定はＢとした。 

 

小項目の総数：１ 

  評価ｂの小項目数：１×２点＝ ２点 

  評価ｃの小項目数：０×１点＝ ０点 

  評価ｄの小項目数：０×０点＝ ０点 

      合計 ２点（２／２＝100％） 

 

・事務費及び一般管理費の削減に係る取組については、「第１ 業務

運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置」の事業

費の削減・効率化及び業務運営の効率化による経費の削減の一般管

理費を参照。 

 

＜その他事項＞ 
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 １ 中期目標期間

における予算、収

支計画及び資金計

画を適正に計画す

るとともに、効率

的に執行すること

により、適切な財

務内容の実現を図

る。  

また、毎年の運営

費交付金の算定に

ついては、運営費

交付金債務残高の

状況にも留意しつ

つ、適切な金額の

算定を行う。 

１～３［略］ 

４ 毎年の運営

費交付金の算定

については、運

営費交付金債務

残高の状況にも

留意しつつ、適

切な金額の算定

を行う。 

１～３［略］ 

４ 毎年の運営

費交付金の算定

については、運

営費交付金の残

高の状況にも留

意しつつ、適切

な金額の算定を

行う。 

○１ 事業費及び

一般管理費の節減

に係る取り組み 

（支出の削減につ

いての具体的方針

及び実績等） 

ｂ：取り組みは十分

であった 

ｃ：取り組みはやや

不十分であった 

ｄ：取り組みは不十

分であった 

なお、本指標の評価

にあっては、中期計

画に定める「業務運

営の効率化による

経費抑制」の評価結

果に十分配慮する

ものとする。 

＜主要な業務実績＞ 

年度計画に基づき、

各担当理事に所掌業

務に係る予算の配賦

を実施した。 

平成 26 年度の業務

経費（附帯事務費）の

予算額（経済情勢、農

畜産業を巡る情勢、国

際環境の変化等を踏

まえた政策的要請に

より実施された緊急

対策を除く。）につい

ては、3,155 百万円と

平 成 24 年 度 比 で

7.2％削減した。 

一般管理費（人件費

を除く。※）の予算額

については、607 百万

円と平成 24 年度比で

6.0％削減した。 

※ 砂糖勘定及びでん

粉勘定における消費

税に係る増税額相当

等の加算等を除く。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 事業費、一般管理費

（人件費を除く。）につ

いては、計画どおり削減

を図ることができた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

      評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

小項目の評定はｂであり、この数値の割合が基準となる数値の

90％以上であることから、評定はＢとした。 

 

小項目の総数：１ 

  評価ｂの小項目数：１×２点＝ ２点 

  評価ｃの小項目数：０×１点＝ ０点 

  評価ｄの小項目数：０×０点＝ ０点 

      合計 ２点（２／２＝100％） 

 

・年度計画及び予算の変更について、補正予算の成立、指定乳製品

の追加輸入の実施等に伴う事業費の増額等に適時に対応している。

また、運営費交付金についても、算定ルールに基づき適切に実施さ

れている。 



- 104 - 

 

＜その他事項＞ 

 

    ○２ 法人運営に

おける資金の配分

状況（人件費、業務

経費、一般管理費等

法人全体の資金配

分方針及び実績、関

連する業務の状況、

予算決定方式等）及

び残高の状況にも

留意した運営費交

付金の適切な算定 

ｂ：取り組みは十分

であった 

ｃ：取り組みはやや

不十分であった 

ｄ：取り組みは不十

分であった 

経済情勢、農畜産業

を巡る情勢、国際環

境の変化等を踏ま

えた政策的要請又

は緊急的事態が生

じた若しくは生じ

る恐れがあった場

合には、資金の配分

を見直し、見直し後

の資金の配分に基

づき評価する。 

＜主要な業務実績＞ 

以下により、年度計画

及び予算の変更を行

った。 

①畜産勘定において、

平成 26 年度第 1 号補

正予算の成立に伴い、

収入予算額を資金か

らの受け入れを減額

し、その他の政府交付

金（15,000 百万円）

を増額した。 

②補給金等勘定にお

いて、バター及び脱脂

粉乳の追加輸入の実

施に伴い、所要の事業

費（15,793 百万円）

を追加した。 

③砂糖及びでん粉勘

定において、日豪ＥＰ

Ａ交渉の合意に基づ

き、高糖度粗糖の輸入

が行われることに伴

い、業務システムの改

修を行う必要が生じ

たため、それぞれの業

務経費に所要の予算

額（各 3,350 千円）を

追加した。 

④野菜勘定において、

平成 26 年度第 1 号補

正予算の成立に伴い、

収入予算額（国庫補助

金）を 1,200 百万円増

額した。 

翌年度の運営費交付

金については、運営費

交付金算定ルールに

基づき算定を行った。 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 ４回の年度計画予算

の変更を通じて資金を

適切に配分することが

できた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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       評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

小項目の評定はｂであり、この数値の割合が基準となる数値の

90％以上であることから、評定はＢとした。 

 

小項目の総数：１ 

  評価ｂの小項目数：１×２点＝ ２点 

  評価ｃの小項目数：０×１点＝ ０点 

  評価ｄの小項目数：０×０点＝ ０点 

      合計 ２点（２／２＝100％） 

 

・事業資金等の法人の保有する資金の重要性にかんがみ、流動性の

確保と元本保全を第一義として管理するものとし、併せて、安全性

を守りつつ効率的な運用を行うことを基本とする資金管理運用基準

に基づき、安全性に十分留意しつつ、効率的に運用されている。ま

た、資金の管理運用に関し、管理基準、危機管理対応等の重要事項

等を決定するため、理事長を委員長とする資金管理委員会が設置さ

れており、適切な資金管理が行われている。なお、具体的な運用に

ついては、事業資金等のうち流動性の確保が必要な資金について、

主に大口定期預金による運用が毎月 2 回以上実施されている。また、

資本金、事業資金の一部等については、満期償還の額や時期、新た

に長期運用が可能な資金の発生状況の把握、有価証券による運用の

実施により、効率的な運用が行われている。 

 

＜その他事項＞ 

 

 ２ 資金の管理及

び運用において

は、安全性に十分

留意しつつ効率的

に行う。 

また、資金の管

理及び運用にお

いては、安全性

に十分留意しつ

つ 効 率 的 に 行

う。 

 

 また、資金の

管理及び運用に

おいては、「資金

管理運用基準」

に基づき、安全

性に留意しつつ

以下により効率

的 な 運 用 を 行

う。 

① 事業資金等

のうち流動性の

確保が必要な資

金については、

支払計画に基づ

き余裕金の発生

○３ 「資金管理運

用基準」に基づく、

安全性に十分留意

した効率的な運用 

ｂ：運用は適切であ

った 

ｄ：運用は不適切で

あった 

（指標＝毎月２回

以上の運用、有価証

券による運用の実

施） 

経済情勢、農畜産業

を巡る情勢、国際環

境の変化等を踏ま

＜主要な業務実績＞ 

「資金管理運用基

準」に基づき、事業資

金等のうち流動性の

確保が必要な資金に

ついては、支払計画に

基づき余裕金の発生

状況を把握し、主に大

口定期預金による運

用を毎月 2 回以上実

施した。 

また、資本金、事業

資金の一部について

は、満期償還の額や時

期、新たに長期運用が

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

支払に必要な資金は、

支払が滞ることなく効

率的に運用した。 

 また、長期運用が可能

な資金についても、安全

性に留意しつつ有価証

券による効率的な運用

を行うことができた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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状況を把握し、

主に大口定期預

金による運用を

毎月２回以上実

施する。 

② 資本金、事

業資金の一部に

ついては、満期

償還の有無、長

期運用が可能な

余裕金の発生状

況を把握し、有

価証券による運

用を実施する。 

 

えた政策的要因に

よる影響を受ける

ことについて配慮

する。 

可能な資金の発生状

況を把握し、有価証券

による運用を実施し

た。 

 

 

４．その他参考情報 

（資金の保有状況等） 

 畜産関係の資金として、調整資金 386 億円及び畜産業振興資金 2,090 億円（関連法人等に対する出資金見合等 78 億円を含む。）、野菜関係の資金として、野菜生産出荷安定資金 562 億円及び野菜農業

振興資金 158 億円を平成 26 年度末で保有しているが、国庫等から受け入れた事業財源の当期末残高であり、翌年度以降の事業等に充てるため、「独立行政法人会計基準」に基づき長期預り補助金等と

して整理している。 

 なお、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月７日閣議決定）による指摘を踏まえ、畜産関係については、平成 23 年度において、資源循環型酪農推進事業及び鶏卵需給安

定緊急支援事業は国直轄事業で実施、生乳需要創出緊急対策支援事業は廃止した。結果として、畜産関係の事業のうち経営安定対策は 400 億円超の減額。また、平成 23 年 3 月に中期目標の期中改定を

行い、畜産業振興事業の補完対策（その他畜産業振興事業）について「本対策については、事業を縮減する」と明記しており、自給飼料、家畜改良、消費拡大、施設整備関係を中心に国直轄事業へ移

行するなど大幅に見直し、60 億円程度を削減し、資金の縮減を図った。 

また、平成 23 年度に措置された牛肉・稲わらセシウム関連対策として予備費を財源に措置した事業のうち、肉用牛肥育経営緊急支援事業及び原子力発電所事故被災者稲わら等緊急供給支援対策事業

の返還金及び不要額等を平成 26 年４月以降、約 791 億円を国庫納付すること等により、長期預り補助金残高を前年度より約 1,000 億円削減し、資金の縮減を図った。 

（平成 25 年度残高：3,452 億円 → 平成 26 年度残高：2,476 億円） 

 

（破産更生債権等の管理状況等） 

 旧農畜産業振興事業団が実施していた債務保証業務に係る破産更生債権等については、機構法附則第７条に基づき、機構発足時に２乳業者について破産更生債権等（2.9 億円）を承継し同額の貸倒

引当金を計上したところであるが、うち１者は平成 19 年度に連帯保証人の破産により債権回収が不可能となったことから求償権の償却（0.9 億円）を行った。残る１者について更生債権の弁済計画に

基づき求償権の回収を行っていたが、平成 25 年９月に自己破産した。これに伴い、連帯保証人に対し、弁済を求めていたところ。 

 なお、平成 27 年 3 月 6 日及び 5月 27 日付けにて、連帯保証人 3者の破産が確定されたため、債権回収が不可能となったことから、平成 27 年 6 月 8 日付けで求償権の償却（1.8 億円）を行った。今

後は、平成 27 年 6 月 30 日をもって債務保証勘定を閉鎖した。今後、残余財産を国庫納付する予定である。 

 債務保証業務については、平成 15 年 10 月の独立行政法人化とともに廃止し、新たな債務保証は行っていない。 

 

 

（関連法人等に対する出資） 

関連法人等（25 法人）に対する出資は、旧農畜産業振興事業団から承継したものであり、機構法附則第８条及び業務方法書第 252 条に基づき適切に出資に係る株式又は持分の管理を行っている。ま

た、平成 26 年 8 月に出資金回収の判断基準を定め、これに基づき出資金の管理を行うこととした。 
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 これら 25 の関連法人等については、平成 26 年５月～27 年３月の間に全法人に対して決算ヒアリング等を行い、その経営状況の分析を踏まえ、指導等を行った。 

 なお、平成 15 年 10 月の独立行政法人化以降、新たな出資は行っていない。 

 

 

（関連法人との契約の状況） 

関連会社（19 社）及び関連公益法人等（６財団）と当機構の間には契約に係る取引はない。 
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第４ 短期借入金の限度額 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４ 短期借入金の限度額 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

行政事業レビューシート事業番号：0030 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 － 

 

第４ 短期借入

金の限度額 

１ 運営費交付

金の受入れの遅

延等による資金

の不足となる場

合における短期

借入金の限度額

は、単年度４億

円とする。 

第４ 短期借入

金の限度額 

１ 運営費交付

金の受入れの遅

延等による資金

の不足となる場

合における短期

借入金の限度額

は、４億円とす

る。 

◎第４ 短期借入

金の限度額 

短期借入金の借入

に至った理由等 

（当該年度に係る

短期借入金につい

て、借入に至った理

由、使途、金額、金

利、手続き、返済の

状況と見込み。借入

がなかった場合は、

本項目の評価は行

わない。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 － 

－ 

    ○１ 運営費交付

金の受入の遅延等

による資金の不足

となる場合におけ

る短期借入金 

ｂ：借入に至った理

＜主要な業務実績＞ 

資金の状況を常に把

握した結果、借入実績

はなかった。 

＜評定と根拠＞ 

 評定－ 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 － 

－ 
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由等は適切であっ

た 

ｄ：借入に至った理

由等は不適切であ

った 

 

     

 

  評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

小項目の評定はｂであり、この数値の割合が基準となる数値の

90％以上であることから、評定はＢとした。 

 

小項目の総数：１ 

  評価ｂの小項目数：１×２点＝ ２点 

  評価ｃの小項目数：０×１点＝ ０点 

  評価ｄの小項目数：０×０点＝ ０点 

      合計 ２点（２／２＝100％） 

 

・砂糖勘定の繰越欠損金については、法人が糖価調整制度を適切に

運営した結果、生じたものである。当該制度においては、調整金収

入の水準を決定する指定糖調整率や生産者等への交付金単価等は農

林水産省が決定することになっているため、法人においては、直接、

収支をコントロールできる仕組みとはなっていない。砂糖勘定の短

期借入金は、法人が制度を的確に実施した結果、甘味資源作物交付

金及び国内産糖交付金の支払資金等の不足額を借り入れたものであ

り、借入に至った理由は適切であったと認められる。また、借入に

当たっては、入札を実施し、借入利率を低減するなどの取組みを行

っている。 

 

＜今後の課題＞ 

・平成 22 年 10 月以降、制度関係者による共同した取組等が実施さ

れているところであり、この結果、平成 26 年度の収支においては、

31 億円の当期利益が生じたことから、これを前年度末の繰越欠損金

に加え、平成 26 年度末における繰越欠損金は 237 億円（前年度比▲

31 億円）となったが、今後もこうした取組を継続する必要がある。 

 

＜その他事項＞ 

 

  ２ 国内産糖価

格調整事業の甘

味資源作物交付

金及び国内産糖

２ 国内産糖価

格調整事業の甘

味資源作物交付

金及び国内産糖

○２ 国内産糖価

格調整事業の甘味

資源作物交付金及

び国内産糖交付金

＜主要な業務実績＞ 

期中における短期

借入金残高は借入限

度額の範囲内であっ

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

機構は輸入糖等から

調整金を徴収し、これを

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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交付金の支払資

金の一時不足と

なる場合におけ

る短期借入金の

限度額は、単年

度 800 億円とす

る。 

交付金の支払資

金の一時不足と

なる場合におけ

る短期借入金の

限度額は、800

億円とする。 

の支払資金の一時

不足となる場合に

おける短期借入金 

ｂ：借入に至った理

由等は適切であっ

た 

ｄ：借入に至った理

由等は不適切であ

った 

た。 

具体的には、期首の

借入金残高 202 億円

及び交付金支払不足

額 461 億円について、

468億円は調整金収入

等により償還し、残り

の 195 億円について

は借換えを行った。 

機構は輸入糖等か

ら調整金を徴収し、こ

れを主な財源として、

甘味資源作物生産者

等に交付金を交付す

る国内産糖価格調整

事業を実施しており、

当該事業の支払財源

である調整金収入の

単価や生産者等への

交付金単価等は、農林

水産省が決定するこ

ととなっている。砂糖

勘定の短期借入金は、

機構が制度を的確に

運営した結果、甘味資

源作物交付金及び国

内産糖交付金の支払

資金等の不足額を借

入れたものである。 

砂糖勘定における

短期借入金の金利に

ついては、入札を実施

した結果、平成 26 年

度通算では 0.110%の

借入利率となった。

（短期プライムレー

ト：1.475%） 

【期末借入残高の推

移】 

＜22 年度＞746 億円 

＜23 年度＞316 億円 

主な財源として、甘味資

源作物生産者等に交付

金を交付する国内産糖

価格調整事業を実施し

ている。当該事業の支払

財源である調整金収入

の単価や生産者等への

交付金単価等は、農林水

産省が決定することと

なっている。 

  砂糖勘定の短期借入

金は、機構が制度を的確

に運営した結果、甘味資

源作物交付金及び国内

産糖交付金の支払資金

等の不足額を借入れた

ものであり、借入に至っ

た理由等は適切であっ

た。また、借入先を入札

で決定することにより、

借入利率を低く抑え金

利負担の軽減を図った。 

 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 
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＜24 年度＞227 億円 

＜25 年度＞202 億円 

＜26 年度＞195 億円 

 

       評定 － 

－ 

 

  ３ でん粉価格

調整事業のでん

粉原料用いも交

付金及び国内産

いもでん粉交付

金の支払資金の

一時不足となる

場合における短

期借入金の限度

額は、単年度 120

億円とする。 

３ でん粉価格

調整事業のでん

粉原料用いも交

付金及び国内産

いもでん粉交付

金の支払資金の

一時不足となる

場合における短

期借入金の限度

額は、120 億円と

する。 

○３ でん粉価格

調整事業のでん粉

原料用いも交付金

及び国内産いもで

ん粉交付金の支払

資金の一時不足と

なる場合における

短期借入金 

ｂ：借入に至った理

由等は適切であっ

た 

ｄ：借入に至った理

由等は不適切であ

った 

 

＜主要な業務実績＞ 

資金の状況を把握し

た結果、借入の必要は

なかった。 

 

＜評定と根拠＞ 

 評定－ 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 － 

－ 

 

 

４．その他参考情報 

（砂糖勘定の繰越欠損金） 

 繰越欠損金は、国内産糖価格調整事業を砂糖の価格調整制度に基づき運営した結果として発生した調整金収支差である。 

 平成 26 年度においては、調整金等収入 533 億円に対し、交付金等支出 502 億円で 31 億円の当期利益が生じたことから、これを前年度末の繰越欠損金に加えた結果、平成 26 年度末における繰越欠損

金は 237 億円となった。 
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第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

５ １ 緊急的な経済対策として平成 21 年度補正予算で措置された畜産業振興事業の実施に伴う返還金等の金銭による納付 

２ 平成 23 年度予備費で措置された畜産業振興事業の実施に伴う返還金等の金銭による納付 

３ 平成 28 年度までに、所有する職員宿舎を２戸譲渡し、これにより生じた収入の額の範囲内で主務大臣が定める基準により算定した金額を国庫に納付 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行

政事業レビュー 

行政事業レビューシート事業番号：0030 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 － 

 

 

第５ 不要財産

又は不要財産と

なることが見込

まれる財産があ

る場合には、当

該財産の処分に

関する計画 

  

第５ 不要財産

又は不要財産と

なることが見込

まれる財産があ

る場合には、当

該財産の処分に

関する計画 

  

◎第５ 不要財産

又は不要財産とな

ることが見込まれ

る財産がある場合

には、当該財産の処

分に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

小項目の評定はｂであり、この数値の割合が基準となる数値の

90％以上であることから、評定はＢとした。 

 

小項目の総数：１ 

  評価ｂの小項目数：１×２点＝ ２点 

  評価ｃの小項目数：０×１点＝ ０点 

  評価ｄの小項目数：０×０点＝ ０点 

      合計 ２点（２／２＝100％） 

 

・緊急的な経済対策として、平成 21 年度補正予算で措置された畜産

業振興事業の実施に伴う返還金等の不要となる資金については、平

成 26 年 6 月に計画通り 1,085 百万円の国庫納付が実施されている。 

 

＜その他事項＞ 

 

  緊急的な経済

対策として平成

21 年度補正予算

緊急的な経済

対策として平成

21 年度補正予算

○１ 緊急的な経

済対策として平成

21 年度補正予算で

＜主要な業務実績＞ 

緊急的な経済対策と

して平成 21 年度補正

評定と根拠＞ 

評定ｂ 

国からの納入告知に

評定  ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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で措置された畜

産業振興事業の

実施に伴う返還

金等について、

各年度に発生し

た当該返還金等

をその翌年度中

に金銭により納

付する。 

 

で措置された畜

産業振興事業の

実施に伴う返還

金等について、

各年度に発生し

た当該返還金等

をその翌年度中

に金銭により納

付する。 

措置された畜産業

振興事業の実施に

伴う返還金等の金

銭による納付 

ｂ：計画どおりに実

施された 

ｄ：計画どおりに実

施できなかった 

予算で措置された畜

産業振興事業実施に

伴う返還金等の不要

となる資金について

は、平成 26 年 6 月 17

日に 1,085 百万円の

国庫納付を行った。 

基づき、計画どおり６月

中に金銭による納付を

行うことができた。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

       評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

小項目の評定はｂであり、この数値の割合が基準となる数値※の

90％以上であることから、評定はＢとした。 

 

（※基準となる数値：中項目に含まれる小項目の項目数に２を乗じ

て得た数。以下同じ。） 

 

小項目の総数：１ 

  評価ｂの小項目数：１×２点＝ ２点 

  評価ｃの小項目数：０×１点＝ ０点 

  評価ｄの小項目数：０×０点＝ ０点 

      合計 ２点（２／２＝100％） 

 

・平成 23 年度に牛肉・稲わらセシウム関連緊急対策として予備費を

財源に措置された３対策のうち、肉用牛肥育経営緊急支援事業につ

いては 74,488 百万円、原子力発電所事故被災者稲わら等緊急供給支

援対策事業については 4,600 百万円の国庫納付が適切に行われてい

る。この他、平成 24 年度補正予算により措置した対策のうち、畜産

経営力向上緊急支援リース事業についても、797 百万円の国庫納付

が行われている。 

 

＜その他事項＞ 

 

  

 

 

平成23年に発

生した東北地方

太平洋沖地震に

伴う原子力発電

所の事故により

汚染された稲わ

らが原因で牛肉

平成23年に発

生した東北地方

太平洋沖地震に

伴う原子力発電

所の事故により

汚染された稲わ

らが原因で牛肉

○２ 平成 23 年

度予備費で措置さ

れた畜産業振興事

業の実施に伴う返

還金等の金銭によ

る納付 

ｂ：適切に対応した 

＜主要な業務実績＞ 

また、平成 23 年度

に牛肉・稲わらセシウ

ム関連緊急対策とし

て予備費を財源に措

置した３対策のうち、

肉用牛肥育経営緊急

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 国からの納入告知に

基づき、計画どおり四半

期毎に金銭による納付

を行うことができた。 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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から暫定規制値

を超える放射性

セシウムが検出

された件に対す

る緊急対策とし

て平成23年度予

備費で措置され

た畜産業振興事

業の実施に伴う

返還金、不用額

等について、平

成26年度以降早

期に金銭により

国 庫 に 納 付 す

る。 

 

から暫定規制値

を超える放射性

セシウムが検出

された件に対す

る緊急対策とし

て平成23年度予

備費で措置され

た畜産業振興事

業の実施に伴う

返還金、不用額

等について、金

銭により国庫に

納付する。 

 

 

 

ｄ：適切に対応しな

かった 

支援事業および原子

力発電所事故被災者

稲わら等緊急供給支

援対策事業について、

返還額および不用額

等を四半期毎（4月 28

日、7 月 29 日、10 月

23 日、1 月 28 日）に

国庫納付した。 

 

〔国庫納付額〕 

・肉用牛肥育経営緊急

支援事業：74,488 百

万円 

・原子力発電所事故被

災者稲わら等緊急供

給支援対策事業：

4,600 百万円 

 

 なお、上記のほか、

平成 24 年度補正予算

により措置した畜産

経営力向上緊急支援

リース事業に係る未

使用分及び平成 25 年

度に発生した事業実

施主体からの返還金

についても、今後使用

する見込みがなく、不

要であると認められ

ることから、国庫納付

した。 

〔国庫納付額〕 

797 百万円 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

        評定 － 

－ 

 

  また、平成 28 年

度までに、所有

する職員宿舎を

 また、平成 28

年度までに、所

有する職員宿舎

○３ 平成 28 年度

までに、所有する職

員宿舎を２戸譲渡

＜主要な業務実績＞ 

－ 

【参考】 

＜評定と根拠＞ 

評定－ 

 

評定 － 

－ 
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２戸廃止し、こ

れにより生じた

収入の額の範囲

内で主務大臣が

定める基準によ

り算定した金額

を国庫に納付す

る。 

を２戸廃止し、

これにより生じ

た収入の額の範

囲内で主務大臣

が定める基準に

より算定した金

額を国庫に納付

する。 

 

し、これにより生じ

た収入の額の範囲

内で主務大臣が定

める基準により算

定した金額を国庫

に納付 

ｂ：計画どおりに実

施された 

ｄ：計画どおりに実

施できなかった 

（実施した年度の

み評価を行う） 

 

 職員宿舎（２戸）の

廃止は、平成 28 年度

までに行うこととし

ている。 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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第６ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

６ 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 － 

 

     評定 － 

－ 

 

  第５ 不要財産

又は不要財産と

なることが見込

まれる財産があ

る場合には、当

該財産の処分に

関する計画 

予定なし 

第６ 前号に規

定する財産以外

の重要な財産を

譲渡し、又は担

保に供しようと

するときは、そ

の計画 

 予定なし 

◎第６ 前号に規定

する財産以外の重

要な財産を譲渡し、

又は担保に供しよ

うとするときは、そ

の計画  

＜主要な業務実績＞ 

－ 

＜評定と根拠＞ 

評定－ 

 

評定 － 

－ 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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第７ 剰余金の使途 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

７ 剰余金の使途 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

       評定 － 

－ 

 

 － 

 

第７ 剰余金の

使途 

 人材育成のた

めの研修、職場

環境等の充実な

ど業務運営に必

要なものに充て

る。 

 

第７ 剰余金の

使途 

人材育成のた

めの研修、職場

環境等の充実な

ど業務運営に必

要なものに充て

る。 

 

◎第７ 剰余金の

使途 

剰余金による成

果 

（剰余金の使途に

ついて、中期計画に

定めた使途にあて

た結果、当該事業年

度に得られた成果） 

ｂ：得られた成果は

十分であった 

ｃ：得られた成果は

やや不十分であっ

た 

ｄ：得られた成果は

不十分であった 

当該評価を下す

に至った経緯、中期

＜主要な業務実績＞ 

 剰余金の発生がな

いことを確認した。

（26 年度計画にある

使途への充当はな

い。） 

＜評定と根拠＞ 

評定－ 

 剰余金の有無を確認

し、発生がないことを確

認した。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 － 

－ 
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目標、中期計画に記

載されている事項

以外の業務等特筆

すべき事項を併せ

て記載する。 

（中期計画に定め

た余剰金の使途に

充てた年度のみ評

価を行う。） 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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第８ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

８ １ 施設及び設備に関する計画 

２ 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。） 

(1)方針 

(2)人員に関する指標 

(3)業務運営能力等の向上 

３ 積立金の処分に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政

事業レビュー 

行政事業レビューシート事業番号：0030 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 第５ その他業務

運営に関する重要

事項 

－ 

第８ その他主

務省令で定める

業務運営に関す

る事項 

１ 施設及び設

備に関する計画 

 予定なし 

第８ その他主

務省令で定める

業務運営に関す

る事項 

１ 施設及び設

備に関する計画 

 予定なし 

◎第８ その他農

林水産省令で定め

る業務運営に関す

る事項 

○１ 施設及び設

備に関する計画 

 － 

 

－ － 評定 － 

－ 

 

評定 － 

－ 

 １ 職員の人事に

関する計画 

 

２ 職員の人事

に 関 す る 計 画

（人員及び人件

費の効率化に関

す る 目 標 を 含

む。） 

 

２ 職員の人事

に 関 す る 計 画

（人員及び人件

費の効率化に関

す る 目 標 を 含

む。） 

○２ 職員の人事

に関する計画（人員

及び人件費の効率

化に関する目標を

含む。） 

 

  評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

小項目の評定はいずれもｂであり、これらの合計数値の割合が基

準となる数値の 90％以上であることから、評定はＢとした。 

 

小項目の総数：５ 

  評価ｂの小項目数：５×２点＝ 10 点 

  評価ｃの小項目数：０×１点＝ ０点 

  評価ｄの小項目数：０×０点＝ ０点 
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      合計 10 点（10／10＝100％） 

 

・職員の人事に関する計画については、業務の内容や業務量に応じ

て、適材適所の観点から、職員の適正配置等が実施されているほか、

人事評価制度、管理職ポストオフ制度が適切に実施されている。 

・職員の総合的能力を養成するための階層別研修、専門的能力を養

成するための専門別研修については、年間を通じて計画的に十分実

施されている。 

 

＜その他事項＞ 

 

  中期目標期間中

の人事に関する計

画（人員及び人件

費の効率化に関す

る目標を含む。）を

定め、業務に支障

を来すことなくそ

の実現を目指す。 

 また、機構の使

命や業務の目的を

自覚し、その職階

に応じた業務遂行

能力を十全に発揮

できるよう、人材

の育成及び適切な

配置を行う。 

 

 (1)方針 

 業務運営の効

率化に努め、業

務の質や量に対

応した職員の適

正な配置を進め

るとともに、職

員の業務運営能

力等の育成を図

る。 

 また、機構の

組織・業務運営

の一層の活性化

を図るため、人

事評価制度、管

理職ポストオフ

制度、適正な新

規採用等を着実

に実施する。 

(1)方針 

 業務運営の効

率化に努め、業

務の質や量に対

応した職員の適

正な配置を進め

るとともに、職

員の業務運営能

力等の育成を図

る。 

 また、機構の

組織・業務運営

の一層の活性化

を図るため、人

事評価制度、管

理職ポストオフ

制度、適正な新

規採用等を着実

に実施する。 

 

◇(1)職員の人事に

関する方針 

① 職員の業務運

営能力等の育成及

び人事評価制度等

の着実な実施 

（指標＝職員の適

正な配置、人事評価

制度、管理職ポスト

オフ制度、調査役の

配置等） 

ｂ：方針どおり順調

に実施された 

ｃ：概ね方針どおり

順調に実施された 

ｄ：方針どおりに実

施できなかった 

＜主要な業務実績＞ 

 職員を適正に配置

するため、職員の勤務

時間等を毎月把握す

るとともに、人事評価

制度、ポストオフ制度

を実施した。また、平

成 26 年度において、5

人の新規採用を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

機構の組織・業務運営

の一層の活性化を図る

ため、人事評価制度、管

理職ポストオフ制度、新

規採用等を計画どおり

に適正に実施した。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

 

 

 なお、調査情報

部の調査役につい

ては、役割分担の 

見直しなど管理職

として真に必要な

配置について不断

に検討し、見直し

を行う。 

 なお、調査情

報部の調査役に

ついては、役割

分担の見直しな

ど管理職として

真に必要な配置

について不断に

検討し、見直し

を行う。 

 

 なお、調査情

報部の調査役に

ついては、役割

分担の見直しな

ど管理職として

真に必要な配置

について不断に

検討し、見直し

を行う。 

 

② 調査情報部の

調査役の検証及び

見直し 

ｂ：取り組みは十分

であった 

ｃ：取り組みはやや

不十分であった 

ｄ：取り組みは不十

分であった 

＜主要な業務実績＞ 

 平成 26 年度期首に

おいて、調査情報部の

3 名（平成 24 年度期

末比▲２名）の調査役

の役割分担等を見直

し、明確化した。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 調査役の配置を見直

し、役割分担を明確化す

ることにより、調査情報

部の業務運営の効率化

を図った。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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 (2)人員に関す

る指標 

 期末の常勤職

員数は、234 人を

上回らないもの

とする。 

〔参考１〕 

前期中期目標期

間の期末（平成

24 年度）の常勤

職員数 234 人 

期初の常勤職員

数の見込み 234

人 

期末の常勤職員

数の見込み 234

人 

〔参考２〕 

中期目標期間中

の人件費総額見

込み 9,818 百万

円 

(2)人員に関す

る指標 

 期末の常勤職

員数は、234 人を

上回らないもの

とする。 

〔参考１〕 

前期中期目標期

間の期末（平成

24 年度）の常勤

職員数 234 人 

期初の常勤職員

数の見込み 234

人 

期末の常勤職員

数の見込み 234

人 

〔参考２〕 

中期目標期間中

の人件費総額見

込み 9,818 百万

円 

◇(2)人員に関する

指標 

（指標＝常勤職員

数、人件費総額） 

ｂ：計画どおり順調

に実施された 

ｃ：概ね計画どおり

順調に実施された 

ｄ：計画どおりに実

施できなかった 

（各年度の年度計

画において規定さ

れている具体的な

目標に基づき、達成

度合を評価する） 

＜主要な業務実績＞ 

 期末の常勤職員数

は 208 人となった。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 常勤職員数が計画ど

おり234人を上回ってい

ないことを確認した。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 

  (3)業務運営能

力等の向上 

 機構の使命や

業務の目的を自

覚し、その職階

に応じた業務遂

行能力を十全に

発 揮 で き る よ

う、以下のとお

り研修を行う。 

① 職員の総合

的能力を養成す

るため階層別研

修（初任者、一

般職員、管理職）

を実施する。 

(3)業務運営能

力等の向上 

 職員の事務処

理能力の向上を

図るため、業務

運営能力開発向

上基本計画に基

づき、研修を実

施する。 

 

① 職員の総合

的能力を養成す

るための階層別

研修として以下

の研修を実施す

る。 

ア 初任者研修

として、ビジネ

スマナー研修、

(3)業務運営能力等

の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 階層別研修の

実施 

ｂ：取り組みは十分

であった 

ｃ：取り組みはやや

不十分であった 

ｄ：取り組みは不十

分であった 

＜主要な業務実績＞ 

初任者（５名）に対

し、職員として必要な

基礎知識や職場への

適応力を付与するこ

とを目的に、以下の研

修を実施した。 

ア 新聞購読研修（11

月～3 月、平成 26 年

度新規採用予定者） 

イ 採用時衛生研修 

（4月） 

ウ 業務概要習得研修

（4月） 

エ ビジネスマナー研

修（4月） 

オ 公文書作成研修 

（4月） 

カ 初任者現地研修

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 階層別に求められる

職員の総合的能力を養

成するため階層別研修

を実施することができ

た。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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初任者現場研修

等 

イ 一般職員研

修として、農村

派遣研修、行政

実務研修、海外

派遣研修等 

ウ 管理職研修

として、新任管

理職研修 

 

（10 月） 

 

 一般職員に対し、係

員、係長、課長補佐、

課長代理のそれぞれ

の階層において職務

遂行能力や資質を高

めることを目的に以

下の研修を実施した。 

ア 農村派遣研修（8

～2月、７名） 

イ 行政実務研修（７

～6月、３名） 

ウ 係長研修（11 月、

８名） 

エ 中堅職員研修（12

月、９名） 

 

 管理職に対し、必要

とされる知識及び技

能を付与し、管理者と

しての能力を高める

ことを目的に以下の

研修を実施した。 

ア 管理職研修（新任

管理職対象）（6 月･7

月･11 月･3 月、10 名） 

イ メンタルヘルス研

修（1月、46 名） 

 

  ② 職員の専門

的能力を養成す

るため、必要に

応じて、会計事

務職員研修、情

報ネットワーク

維持管理研修、

衛生管理者養成

研修等の専門別

研 修 を 実 施 す

る。 

② 職員の専門

的能力を養成す

るため、人事異

動に応じて、各

部署で必要とさ

れる能力を確保

するため、必要

に応じて下記の

研修を受講させ

る。 

ア 会計関連研

② 専門別研修の

実施 

ｂ：取り組みは十分

であった 

ｃ：取り組みはやや

不十分であった 

ｄ：取り組みは不十

分であった 

＜主要な業務実績＞ 

 職員の専門能力を

養成するため、以下の

研修に参加させた。 

・会計研修等 

ア 会計事務職員研修

（10～11 月、２名） 

イ 予算編成支援シス

テム研修（10 月、１

名） 

・広報・調査情報関連

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 職員の専門的能力を

養成するための専門分

野別研修を計画どおり

に実施することができ

た。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

評定 ｂ 

法人の自己評価は、適当と認められる。 
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修として、会計

事務職員研修、

予算編成支援シ

ステム研修、消

費税中央セミナ

ー 

イ 広報・調査

情報関連研修と

して、広報研修、

情報ネットワー

ク 維 持 管 理 研

修、情報提供技

術向上研修 

ウ 総務・人事

関 連 研 修 と し

て、衛生管理者

養成研修、個人

情報保護研修 

エ 監査関連研

修として、内部

監査研修等 

オ その他、共

通研修として、

語 学 力 向 上 研

修、海外派遣研

修、中央畜産技

術研修、統計研

修等 

 

研修 

ア 広報研修（7 月、   

2 月、２名） 

イ 情報ネットワーク

維持管理研修（6～9

月、４名） 

ウ 情報提供技術向上

研修（2月、11 名） 

・総務・人事関連研修 

ア 衛生管理者養成研

修（10 月、１名） 

イ 個人情報保護研修

（4月、６名） 

ウ 特別産業廃棄物管

理責任者養成研修（11

月、１名） 

エ メンタルヘルス研

修（11 月、1名） 

・監査関連研修 

内部監査研修（6月・

10 月、11 月、３名） 

・共通研修 

ア 語学力向上研修

（10 月・12 月、２名） 

イ 中央畜産技術研修

（6月･9 月･11 月、13

名） 

ウ 統計分析研修（7

月・8月・11 月、６名） 

 

  ３ 積立金の処

分に関する事項 

 

３ 積立金の処

分に関する事項 

 

○３ 前期中期目

標期間繰越積立金

の処分 

 

  評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

小項目の評定はｂであり、この数値の割合が基準となる数値の

90％以上であることから、評定はＢとした。 

 

小項目の総数：１ 

  評価ｂの小項目数：１×２点＝ ２点 

  評価ｃの小項目数：０×１点＝ ０点 

  評価ｄの小項目数：０×０点＝ ０点 

      合計 ２点（２／２＝100％） 
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・前中期目標期間繰越積立金については、該当する勘定においてそ

れぞれ適切に管理されている 

 

＜その他事項＞ 

 

  畜産勘定、で

ん粉勘定及び補

給金等勘定の前

期中期目標期間

繰越積立金は、

それぞれ独立行

政法人農畜産業

振興機構法附則

第８条第１項に

規定する業務、

同法第10条第５

号ニ及びホに規

定する業務並び

に加工原料乳生

産者補給金等暫

定措置法の第３

条第１項に規定

する業務に充て

ることとする。 

 

畜産勘定、で

ん粉勘定及び補

給金等勘定の前

期中期目標期間

繰越積立金は、

それぞれ独立行

政法人農畜産業

振興機構法（平

成 14 年法律第

126 号）附則第８

条第１項に規定

する業務、同法

第10条第５号二

及びホに規定す

る業務並びに加

工原料乳生産者

補給金等暫定措

置法（昭和 40 年

法律第 112 号）

第３条第１項に

規定する業務に

充てる。 

ｂ：積立金を充てた

理由等は適切であ

った 

ｄ：積立金を充てた

理由等は不適切で

あった 

＜主要な業務実績＞ 

（畜産勘定） 

 畜産勘定の前中期

目標期間繰越積立金

は、旧農畜産業振興事

業団より承継した株

式会社への出資の持

分として、機構法附則

第８条第１項に基づ

き管理している。 

 

（でん粉勘定） 

 でん粉勘定の前中

期目標期間繰越積立

金 2,928 百万円は、機

構法第 10 条第５号二

及びホに規定する業

務に充てるため、同勘

定において管理して

いる。 

 

（補給金等勘定） 

 補給金等勘定の前

中期目標期間繰越積

立金 16,909 百万円

は、加工原料乳生産者

補給金等暫定措置法

第３条第１項に規定

する業務に充てるた

め、同勘定において管

理している。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定ｂ 

 前中期目標期間繰越

積立金は、畜産勘定、で

んぷん勘定及び補給金

等勘定においてそれぞ

れ適切に管理されてい

る。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし 

 

評定 ｂ 

法人の自己評価は，適当と認められる。 

 

４．その他参考情報 

特になし 


